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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．第10期中間期、第11期中間期及び第12期中間期の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式は存在す

るものの１株当たり中間純損失が計上されているため記載しておりません。 

回次 第10期中 第11期中 第12期中 第10期 第11期 

会計期間 

自平成15年 
５月１日 
至平成15年 
10月31日 

自平成16年
５月１日 
至平成16年 
10月31日 

自平成17年
５月１日 
至平成17年 
10月31日 

自平成15年
５月１日 
至平成16年 
４月30日 

自平成16年 
５月１日 
至平成17年 
４月30日 

売上高（千円） 1,267,244 1,938,725 1,613,522 3,085,797 4,030,184

経常利益又は経常損失 
（千円） 

△170,250 △16,233 △333,374 120,602 135,377

中間（当期）純利益又は中間
純損失（千円） 

△98,900 △36,668 △206,105 56,456 68,939

純資産額（千円） 1,305,225 2,120,122 4,127,894 1,460,888 2,226,164

総資産額（千円） 3,605,277 5,243,211 6,678,411 4,144,431 5,247,218

１株当たり純資産額（円） 221,600.34 151,816.87 100,538.12 248,028.62 79,693.73

１株当たり中間（当期）純利
益又は中間純損失（円） 

△16,791.18 △3,037.35 △5,613.50 9,585.16 2,647.96

潜在株式調整後１株当たり中
間（当期）純利益（円） 

－ － － 9,091.24 2,517.06

自己資本比率（％） 36.2 40.4 61.9 35.2 42.4

営業活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

△215,988 56,369 △125,304 △479,982 △744,441

投資活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

△17,705 △14,175 △179,425 △201,744 △200,337

財務活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

159,041 837,888 1,331,907 574,703 909,891

現金及び現金同等物の中間期
末（期末）残高（千円） 

584,950 1,434,112 1,555,108 553,150 522,719

従業員数（人） 121 153 198 146 172



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．提出会社の「１株当たり純資産額」、「１株当たり当期純利益金額又は中間純損失金額」及び「潜在株式調整後１株当

たり中間（当期）純利益金額」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

回次 第10期中 第11期中 第12期中 第10期 第11期 

会計期間 

自平成15年 
５月１日 
至平成15年 
10月31日 

自平成16年
５月１日 
至平成16年 
10月31日 

自平成17年
５月１日 
至平成17年 
10月31日 

自平成15年
５月１日 
至平成16年 
４月30日 

自平成16年 
５月１日 
至平成17年 
４月30日 

売上高（千円） 1,267,244 1,948,369 1,570,096 3,101,696 3,980,217

経常利益又は経常損失 
（千円） 

△173,655 △28,291 △335,809 116,178 83,479

中間（当期）純利益又は中間
純損失（千円） 

△100,823 △41,097 △205,629 55,722 28,703

資本金（千円） 529,500 881,481 1,939,281 529,500 881,631

発行済株式総数（千株） 5,890 13,965 41,058 5,890 27,934

純資産額（千円） 1,299,994 2,110,722 4,073,211 1,456,540 2,178,905

総資産額（千円） 3,594,930 5,226,202 6,551,384 4,139,752 5,157,774

１株当たり中間（年間）配当
額（円） 

－ － － 1,800 550

自己資本比率（％） 36.1 40.4 62.2 35.2 42.2

従業員数（人） 92 111 116 103 119



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 事業の種類別セグメントを記載していないため、事業部門別の従業員数を示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．従業員数は就業人員であります。 

２．従業員数が前期末に比し26名増員した主な要因は、海外における業務拡大に伴い海外子会社の増員のため中途採用を

行ったことと、新たに日本電針株式会社を子会社にしたことによるものであります。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員は就業人員であります。 

  

(3）労働組合の状況 

 当社及び連結子会社において、労働組合は結成されておりませんが、労使関係につきましては円満に推移しております。 

  

  

名称 住所 
資本金 
（千円） 

主要な事業の内容
議決権の所有割合
又は被所有割合 
（％） 

関係内容 

（連結子会社） 
日本電針株式会社 

埼玉県入間郡三芳町 10,000
電気検査機用コン
タクトピンの製造
及び販売 

100.0

当社へ電気検査機
用コンタクトピン
の販売を行なって
おります。 
役員の兼任４名 

  平成17年10月31日現在

事業部門別の名称 従業員数（人）

非接触電気検査装置部門   76 

接触電気検査装置及びその他部門   46 

海外部門   54 

管理部門   22 

合計   198 

  平成17年10月31日現在

従業員数（人） 116 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間における世界経済は、米国商務省発表の第３四半期実質ＧＤＰ（国内総生産）が、前期比年率＋3.8％と

前期の同＋3.3％を上回るなど、好調に推移しておりますが、原油価格の高値維持や大型ハリケーン等の影響が心配される状況

にあります。 

 また、当中間連結会計期間におけるわが国経済は、７-９月期の実質ＧＤＰが前期比＋0.4％となり、前２四半期高成長の反

動もあって伸び率は低下したものの総じて内需、輸出とも底堅い動きが継続しており、また、企業部門の財務・収益体質も強

化されつつある状況となっております。 

 このような環境下、当社グループの属する電子基板業界におきましては、液晶・ＰＤＰテレビの価格下落等により、デジタ

ル家電の販売が比較的堅調に推移していることから、当該家電に多用されるフレキシブルプリント基板、テープ基板の製造が

高水準で推移いたしました。また、大型液晶パネルメーカーの設備投資も堅調に推移いたしました。 

 このような状況の下、当社グループはユーザーの要望に対し非接触電気検査を用いて応えるべく研究開発を重ねると共に、

ユーザーの満足度を最大限に高めるため、サービスサポート体制の充実及び装置の改善に取り組んでまいりました。その結果

として、テープ基板向け非接触電気検査装置（製品名「TRV」等）の製造、販売が好調に推移いたしました。また、当該装置の

販売増に伴い、非接触電気検査治具の販売も好調に推移いたしました。 

 一方、利益につきましては、他社で製造している製品をユーザーのニーズに応じてカスタマイズするためのコスト増、顧客

の価格引下げ要求が強く当初予想していた利益が確保できなかった物件が一部あったこと、商談の増加に伴う旅費交通費が予

定を超過したことなどから当初予算を下回る結果となりました。 

 この結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高は1,613,522千円（前年同期比16.8％減）、経常損失は333,374千円、中間

純損失は206,105千円となりました。また、単体における当中間会計期間の業績は、売上高は1,570,096千円（前年同期比

19.4％減）、経常損失は335,809千円、中間純損失は205,629千円となりました。 

  

［非接触電気検査装置部門］ 

 非接触電気検査装置部門におきましては、液晶・ＰＤＰテレビの販売好調等を背景にフレキシブル基板、テープ基板の製

造が高水準に推移したことにより、当社の製造する非接触電気検査装置の製造、販売が好調に推移いたしました。 

 一方、液晶・ＰＤＰ向けガラス基板検査装置に関しましては、当初予算通り上半期の売上計上はありませんでした。 

 この結果、売上高は1,201,573千円（同27.3％減）となりました。 

  

［接触電気検査装置部門］ 

 接触電気検査装置部門におきましては、当該製品がターゲットとしているプリント基板生産の中国をはじめとするアジア

圏諸国へのシフトが継続しているため、国内での設備投資は減少を続けております。一方、国内大手自動車メーカーの車載

関連製品をターゲットとすることで、主に東海地区での営業活動を強化してまいりました。 

 この結果、売上高は276,850千円（同3.1％増）となりました。 

  

［その他の部門］ 

 その他の部門におきましては、他社が製造している外観検査装置を、当社において、ユーザーの要望に合わせてカスタマ

イズして販売しておりますが、価格競争の激化等により、販売実績はありませんでした。 

 一方、プリント基板製造装置事業に関しましては、新たにプロセス事業部を設立し、当該事業を強化した結果、着実に商

談が進展しており、前年を上回る成果をあげることができました。 

 この結果、売上高は135,097千円（同683.0％増）となりました。 



(2）キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前中間連結会計期間末に比べ120,996千円増

加し、1,555,108千円となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果使用した資金は、125,304千円となりました。これは主に、売上債権の減少796,678千円、仕入債務の増

加186,576千円等を計上したものの、税金等調整前中間純損失334,432千円、たな卸資産の増加額789,469千円等を計上した

ことによるものです。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は179,425千円となりました。これは主に、新たに子会社となった日本電針株式会社の株式

を取得したことによるものです。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果増加した資金は、1,331,907千円（前年同期比59.0％増）となりました。これは主に、株式の発行による

収入を計上したことによるものです。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）受注状況 

 当社製品群は基本的には受注生産でありますが、電気検査装置につきましては、業界の慣習等の理由により、正式注文書の

発行が受注時にされず、販売金額が受注時と納品時で異なるために受注金額の把握が困難となっております。また、電気検査

用治具につきましては、受注後３日から10日間くらいと非常に納期が短くなっております。これらの理由により、受注状況の

記載は省略しております。 

  

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績に対する割合は次のと

おりであります。 

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更及び新たに生じた問題はありません。 

部門別 金額（千円） 前年同期比（％） 

非接触電気検査装置部門 1,781,481 92.8 

接触電気検査装置部門 244,353 90.5 

その他部門 135,097 771.8 

合計 2,160,931 97.9 

部門別 金額（千円） 前年同期比（％） 

非接触電気検査装置部門 1,201,573 72.7 

接触電気検査装置部門 276,850 103.1 

その他部門 135,097 783.0 

合計 1,613,522 83.2 

  
相手先 

前中間連結会計期間
（自 平成16年５月１日 
至 平成16年10月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

  金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

  日本サムスン株式会社 574,000 29.6 588,000 36.4 

  新藤電子工業株式会社 388,637 20.0 252,417 15.6 



４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

５【研究開発活動】 

 当社グループはプリント基板、半導体パッケージ向け基板及びガラス基板等向けの電気検査装置の開発・製造・販売を主な業

務としております。 

 プリント基板のピンコンタクト（注）による従来の検査方法は、配線間隔の微細化や、プリント基板そのものの薄型化に対応

しきれない状況も生じつつあります。当社グループは、この中でも特に微細なパターンを高速で検査できる装置の開発に努めて

おります。 

 また、ガラス基板を非接触で電気検査する装置の能力向上に関する開発を行っております。これは従来の当社製品よりも、よ

り微弱な信号を捕らえることにより、検査精度を向上させるものであります。従来の検査装置に比較して、センサーと検査対象

物とのギャップを飛躍的に乖離させることができるようになった上に、そのセンサー感度を向上させることができました。 

 当中間連結会計期間における研究開発費については、2,769千円となっております。なお、セグメント別の研究開発費について

は、区別して管理していないため記載しておりません。 

  

 部門別の研究開発活動を示すと、次のとおりであります。 

(1）非接触電気検査装置部門 

① ガラス基板向け非接触センサーユニットの機能向上 

 ＬＣＤのパターン検査においては、従来の単純なオープン／ショート検査から、１層目と３層目の層間のショート検出

や、５層目での一括検査、不良発見後の不良内容確認のためのカメラによる撮影機能を備えた装置の開発などを手掛けてま

いりました。その中で、特に重要となる技術的要素として、装置の駆動等に伴うノイズ干渉の排除や、センサーと検査対象

物とのギャップの調整などが問題となっておりました。当社は、上記の技術的問題点を解決するため、メカノイズのカット

技術や、センサーの感度及びスキャン速度の向上に取り組んでまいりました。その結果、センサー感度においては当社従来

製品比の約２倍、またスキャン速度においては当社従来製品比の約1.5倍の速さの実用化に成功いたしました。 

  

② ＬＣＤ向け非接触検査装置とリペア装置のドッキング及び完全自動化の開発 

 ＬＣＤパネルメーカーにおいては、第６世代、第７世代といった大型ガラス基板を用いた製造ラインを構築する企業が相

次いでおりますが、当該大型ガラス基板を用いた際に問題となる不良の発生に対処するため、当該不良を修復するリペア装

置が導入されております。しかしながら、リペア装置によって不良箇所を修復した場合でも、全ての不良を修復することが

できていないケースもあり、そのため修復後の再検査に対するニーズが高まりつつありますが、修復後の再検査は画像検査

で行うことが難しい状況にあります。当社は、ユーザーのニーズを的確に捉え、当社の技術力でそういったニーズに応える

ことを基本方針としていることから、当社の非接触検査装置とリペア装置とのドッキングを行い、当該ユーザーニーズに応

えることといたしました。これにより、当社の非接触検査装置で不良箇所及び不良形態を確認した後、リペア装置で修復し

再度修復状態を確認することにより、不良率の低減、歩留り率の向上に貢献できるものと考えております。 

  

③ 大型ＬＣＤパネル向け高速ＴＦＴ－Ａｒｒａｙテスターの開発 

 当社製品の主要なユーザーであるＬＣＤメーカーは、巨額の設備投資を実施する一方で、製造コストの低減と品質の向上

に積極的に取り組んでいることから、その製造工程の一部であるＴＦＴ－Ａｒｒａｙ形成工程における、歩留まり率及び生

産効率の向上が重要な課題となっております。 

 このような状況下、当社は、ＴＦＴ－Ａｒｒａｙの形成過程で使用される、電気配線の非接触電気検査装置を、製造・販

売する中で、当社の非接触電気検査技術を応用した、新しいＡｒｒａｙテスターを開発し、ユーザーの歩留まり率及び生産

効率の向上を図ることで、ユーザーの要望に応えるとともに、内外の電子産業の発展に寄与することを目的として開発を行

います。 

 また、本件開発によるＴＦＴ－Ａｒｒａｙテスターを当社製品に加えることで、ＴＦＴ－Ａｒｒａｙ形成過程の検査工程

において、電気配線のオープンショート検査からその配線パターンのリペア（修復）・再検査を行う装置の提供に加え、Ｔ

ＦＴ－Ａｒｒａｙの機能検査を行うことができるようになり、検査工程でのトータルソリューションの提案が可能となると

考えております。 

Ａｒｒａｙテスターの開発目標は、下記のとおりであります。 

 イ 当社独自技術である、非接触検査技術を応用した、非接触検査方式の実現 

 ロ 従来製品と比べ、３倍から５倍程度の高速検査の実現 

 ハ 製造コストを抑制し、比較的安価で高性能な検査装置の提供 

 上記の事項を実現するため、特殊なガラス基板を用いた大口径センサーを作成し、それを横一列に配置することで、一括



スキャン方式による検査時間の大幅短縮を実現し、第７世代、８世代といった大型ガラスでも高速で検査することが可能に

なると考えております。 

  

④ ハーネス向け検査装置の開発 

 前々期におきまして、ハーネス及びケーブル向け非接触検査装置の開発に成功いたしましたが、当該装置は、ハーネス及

びケーブルの製造工程における中間工程で主に使用されるものとなっております。一方、当該装置のユーザーからは、中間

工程だけでなく完成状態のハーネス及びケーブルを非接触で検査できる装置が欲しいとの要望が寄せられていることから、

ハーネス及びケーブルの完成状態での検査装置の開発に着手し、新たな形態の検査装置を考案いたしました。当該装置が完

成することにより、ハーネス及びケーブルメーカーは、製造の中間工程において、断線検査と配線違いによる不良検出を行

うことができるだけでなく、完成状態での検査を行うことにより、不良率の大幅な低減による品質の向上及び製造工程の改

善によるコスト削減ができると考えております。 

  

⑤ プリント基板向け非接触抵抗測定 

 研究の目的は、非接触方式での、基板の良・不良を判定するひとつの基準である配線の「抵抗値」の測定技術の確立であ

ります。前期においては、ガラス基板向け検査で当該非接触抵抗測定技術を確立することができましたが、複雑な配線パ

ターンが形成されるプリント基板における当該技術の応用が望まれております。そのため、当社は、選任の担当者を配置し

早期の実現を目指してまいります。 

  

(2）接触電気検査装置部門 

 該当事項はありません。 

  

(3）その他部門 

 前連結会計年度において、フレキシブル基板、テープ基板向け全自動両面露光装置の取り扱いを開始いたしましたが、日

本国内のユーザーの高度な要望に応えるべく、装置全体の構成、搬送設備の改良等に着手しております。 

 上記基板メーカーにおいては、生産量が増大する両面基板の生産効率向上を企図しており、当該装置に対する要望が数多

く寄せられておりますので、当該改良等により設備が導入されれば、ユーザーの生産効率向上に寄与できるものと考えてお

ります。 

 （注） 「ピンコンタクト」とは、通常は電気検査を行う場合に電極を検査しようとする配線又は電子部品に接触させ電流を流し

て検査を行い、このピンを接触させることです。 

  

  



第３【設備の状況】 

  

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、コンタクトピンメーカーの日本電針株式会の株式を取得し、子会社としたことにより、同社の

本社工場及び電子事業本部が新たに当社グループの主要な設備となりました。その設備の状況は、次のとおりであります。 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は、金型及び工具器具備品であります。なお、金額には消費税等は含まれておりません。 

    ２．電子事業本部は賃借物件であります。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備の新設等 

 当中間連結会計期間における重要な設備の新設の計画は、当社の重要な機関となっている研究室用の設備の新設を予定して

おります。しかし、設備計画の全体像はほぼ出来上がっているものの、設備規模及び完成時期等については計画の策定中であ

ります。なお、資金については、平成17年６月30日を払込期日とする第三者割当増資によって得た資金を充当する予定となっ

ております。 

  

  

    平成17年10月31日現在

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額（千円)
従業員数
（人） 建物及び構

築物 
機械装置及
び運搬具 

土地
（面積㎡） 

その他 合計 

日本電針株式会社本社工場 
（埼玉県入間郡三芳町） 

生産設備 12,458 1,139
59,488
（218）

384 73,471 ３

日本電針株式会社電子事業本部 
（埼玉県富士見市） 

営業設備 － 2,042
－
（－）

265 2,307 ８

合計 12,458 3,182
59,488
（218）

649 75,778 11



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

 （注）１．完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。 

２．「提出日現在発行数」欄には、平成18年１月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使（旧商法第280条ノ

19第１項の規定に基づき発行された新株引受権の権利行使を含む）により発行された株式数は含まれておりません。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 150,000 

計 150,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年10月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成18年１月26日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 41,058 41,058 東京証券取引所マザーズ （注）１ 

計 41,058 41,058 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

① 商法等改正整備法第19条１項の規定により新株予約権とみなされる旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づく新株引受権の

状況 

（平成12年７月28日定時株主総会） 

 （注）１．平成16年６月18日及び平成16年12月20日付の株式分割に伴い、株式の数、払込金額、発行価格及び資本組入額を調整し

ております。 

２．当社が株式分割等または権利行使価額を下回る払込価額で新株を発行する場合には、権利行使価額及び付与株数を次に

定める算式を持って調整する。 

  

調整により生ずる１円未満の端数は切り上げ、１株未満の端数はこれを切り捨てる。 

３．新株予約権の行使の条件は、以下のとおりであります。 

(1）対象者に法令又は当社内部規律に違反する行為があった場合又は対象者が当社と競合関係にある会社の取締役、監査

役、使用人、嘱託、顧問又はコンサルタントとなった場合等、新株引受権の付与の目的上対象者に新株引受権を行使

させることが相当でないとされる事由が生じた場合は、対象者に付与された新株引受権は直ちに失効し、その後新株

引受権を行使することができないものとする。 

(2）新株引受権の相続はこれを認める。但し、行使期間の初日の到来後に死亡した場合に限る。 

新株引受権の譲渡、質入その他一切の処分は認めない。 

(3）年間行使価額の制限 

対象者は新株引受権の行使によって発行される株式の発行価格の合計額が年間（１月１日から12月31日まで）金1,000

万円を越えないように、付与された新株引受権を行使しなければならない。 

(4）会社の合併 

当社が他社と吸収合併又は新設合併を行う場合、未行使の新株引受権はかかる吸収合併又は新設合併にかかる契約の

定めに従う。 

(5）上記以外の条件については、当社と個別の対象者との間で締結された新株引受権付与に関する契約によるものとす

る。 

４．新株予約権の目的となる株式の数は、株主総会決議における新株発行予定数から、退職等の理由により権利を喪失した

者の新株予約権の数及び権利が行使された新株予約権の数を減じております。 

  
中間会計期間末現在
（平成17年10月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年12月31日） 

新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 444（注）２、４ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 
１株当たり  75,000円
       （注）２ 

同左 

新株予約権の行使期間 
平成16年８月20日から
平成22年７月27日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格   75,000円
資本組入額  37,500円 

同左 

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株引受権は、第三者に譲渡した
り、担保権を設定したり、その他
の処分をすることができない。 

同左 

  
調整後付与株式数 ＝ 

調整前付与株式数 × 調整前権利行使価額   

  調整後権利行使価額   

          
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

  
調整後権利行使価額 ＝ 調整前権利行使価額×

調整前権利行使価額 

  既発行株式数＋分割・新規発行株式数 



② 商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づく新株引受権の状況 

（平成14年７月26日定時株主総会） 

 （注）１．平成16年６月18日及び平成16年12月20日付の株式分割に伴い、株式の数、払込金額、発行価格及び資本組入額を調整し

ております。 

２．当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により株式数を調整し、かかる調整は、本新株予約権のうち、当

該時点で権利行使されていない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整により生じる１株未満の端数

は切り捨てる。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

３．当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切

り上げる。 

４．当社が時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行使ならびに新株引受権の行使

による場合を除く）は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

５．新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。 

(1）新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても、当社及び当社の子会社の取締役、監査役、執行役員及びそ

の他の使用人の地位にあることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合はこ

の限りでない。 

(2）その他、権利行使の条件は、総会決議及び本取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結した「新株予

約権割当契約」に定めるところによる。 

６．新株予約権の目的となる株式の数は、株主総会決議における新株発行予定数から、退職等の理由により権利を喪失した

者の新株予約権の数及び権利が行使された新株予約権の数を減じております。 

  
中間会計期間末現在
（平成17年10月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年12月31日） 

新株予約権の数（個） 1,652（注）１、６ 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,652（注）１、６ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 
１株当たり  75,000円
       （注）３、４ 

同左 

新株予約権の行使期間 
平成16年８月20日から
平成24年７月25日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格   75,000円
資本組入額  37,500円 

同左 

新株予約権の行使の条件 （注）５ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには取締役
会の承認を必要とする。 

同左 

  
調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×

１   

  分割・併合の比率   

          
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

  
調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×

１株当たり時価 

  既発行株式数＋新規発行株式数 



③ 商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の状況 

（平成15年７月28日定時株主総会） 

 （注）１．平成16年６月18日及び平成16年12月20日付の株式分割に伴い、株式の数、払込金額、発行価格及び資本組入額を調整し

ております。 

２．当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により株式数を調整し、かかる調整は、本新株予約権のうち、当

該時点で権利行使されていない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整により生じる１株未満の端数

は切り捨てる。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

３．当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切

り上げる。 

４．当社が時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行使ならびに新株引受権の行使

による場合を除く）は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

５．新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。 

(1）新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても、当社及び当社の子会社の取締役、監査役、執行役員及びそ

の他の使用人の地位にあることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合はこ

の限りでない。 

(2）その他、権利行使の条件は、総会決議及び本取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結した「新株予

約権割当契約」に定めるところによる。 

６．新株予約権の目的となる株式の数は、株主総会決議における新株発行予定数から、退職等の理由により権利を喪失した

者の新株予約権の数及び権利が行使された新株予約権の数を減じております。 

  
中間会計期間末現在
（平成17年10月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年12月31日） 

新株予約権の数（個） 368（注）１、６ 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 368（注）１、６ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 
１株当たり 156,000円
     （注）３、４ 

同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年８月20日から
平成24年７月25日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格  156,000円
資本組入額  78,000円 

同左 

新株予約権の行使の条件 （注）５ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには取締役
会の承認を必要とする。 

同左 

  
調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×

１   

  分割・併合の比率   

          
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

  
調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×

１株当たり時価 

  既発行株式数＋新規発行株式数 



④ 商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の状況 

（平成16年７月28日定時株主総会） 

 （注）１．平成16年12月20日付の株式分割に伴い、株式の数、払込金額、発行価格及び資本組入額を調整しております。 

２．当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により株式数を調整し、かかる調整は、本新株予約権のうち、当

該時点で権利行使されていない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整により生じる１株未満の端数

は切り捨てる。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

３．当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切

り上げる。 

４．当社が時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行使ならびに新株引受権の行使

による場合を除く）は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

５．新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。 

(1）新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても、当社及び当社の子会社の取締役、監査役、執行役員及びそ

の他の使用人の地位にあることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合はこ

の限りでない。 

(2）その他、権利行使の条件は、総会決議及び本取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結した「新株予

約権割当契約」に定めるところによる。 

６．新株予約権の目的となる株式の数は、株主総会決議における新株発行予定数から、退職等の理由により権利を喪失した

者の新株予約権の数を減じております。 

  

  

  
中間会計期間末現在
（平成17年10月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年12月31日） 

新株予約権の数（個） 598（注）１、６ 596 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 598（注）１、６ 596 

新株予約権の行使時の払込金額 
１株当たり 217,926円
     （注）３、４ 

同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年８月20日から
平成26年７月25日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格  217,926円
資本組入額  108,963円 

同左 

新株予約権の行使の条件 （注）５ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには取締
役会の承認を必要とする。 

同左 

  
調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×

１   

  分割・併合の比率   

          
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

  
調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×

１株当たり時価 

  既発行株式数＋新規発行株式数 



(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）１．有償第三者割当 

       発行価額 162,000円 資本組入額 81,000円  

       割当先は、コメルツバンク（サウス イースト アジア）リミテッド、ヘンドリック プロフィッツ リミテッド及

びサイノ エキスパート インベストメンツ リミテッドの３社となっております。 

    ２．新株予約権の権利行使による増加であります。 

  

(4）【大株主の状況】 

 （注）１．上記日本証券金融株式会社、大阪証券金融株式会社及び日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式のう

ち、有価証券の貸借の媒介等の業務及び信託業務に係る株式数は、それぞれ2,311株、2,290株及び1,309株であります。 

    ２．前事業年度末現在主要株主でなかったコメルツバンク（サウス イースト アジア）リミテッドは、当中間会計期間末

に主要株主となっております。 

    ３．上記のほか、証券保管振替機構名義の株式が773株あります。 

年月日 
発行済株式
総数増減数 
（株） 

発行済株式
総数残高
（株） 

資本金増減
額（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金
増減額 
（千円） 

資本準備金
残高 
（千円） 

平成17年６月30日（注）１ 13,000 40,934 1,053,000 1,934,631 1,053,000 1,922,415

平成17年８月19日（注）２ 60 40,994 2,250 1,936,881 2,250 1,924,665

平成17年９月５日（注）２ ４ 40,998 150 1,937,031 150 1,924,815

平成17年10月６日（注）２ 60 41,058 2,250 1,939,281 2,250 1,927,065

    平成17年10月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

石岡 聖悟 広島県深安郡神辺町川南827－３ 7,656 18.6 

コメルツバンク（サウス イースト ア
ジア）リミテッド 
（常任代理人 ㈱みずほコーポレート銀
行） 

#36-1, 8 Shenton Way, Temasek 
Tower Singapore 
（東京都中央区日本橋兜町６－７） 

6,940 16.9 

ヘンドリック プロフィッツ リミテッ
ド 
（常任代理人 椿総合法律事務所） 

Blk 492C Tampines Street 45 #11-
292, Singapore 
（東京都港区六本木６－10－１） 

3,258 7.9 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１－２－10 2,311 5.6 

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜２－４－６ 2,290 5.6 

関澤 賢治 埼玉県越谷市蒲生４－４－27 2,218 5.4 

サイノ エキスパート インベストメン
ツ リミテッド 
（常任代理人 椿総合法律事務所） 

Blk 1 Jalan Bukit Merah #08-4512 
Singapore  
（東京都港区六本木６－10－１） 

1,890 4.6 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式
会社 

東京都中央区晴海１－８－11 1,309 3.2 

株式会社中国銀行 岡山県岡山市丸の内１－15－20 1,000 2.4 

ゴールドマン・サックス証券会社 東京都港区六本木６－10－１ 630 1.5 

計 － 29,502 71.9 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が773株含まれております。なお、「議決権の数」欄

には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数773個が含まれておりません。 

  

②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

  

３【役員の状況】 

   前事業年度の有価証券報告書の提出後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成17年10月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 41,058 40,285
権利内容に何ら限定
のない当社における
標準となる株式 

端株 － － － 

発行済株式総数 41,058 － － 

総株主の議決権 － 40,285 － 

    平成17年10月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

月別 平成17年５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 

最高（円） 192,000 267,000 276,000 236,000 274,000 376,000 

最低（円） 145,000 160,000 224,000 186,000 214,000 258,000 



第５【経理の状況】 

  

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号。以下

「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年５月１日から平成16年10月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし書きにより、

改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2）当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中間

財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年５月１日から平成16年10月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし書きにより、改正

前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年５月１日から平成16年10月31日まで）及び当

中間連結会計期間（平成17年５月１日から平成17年10月31日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間（平成16年５月１

日から平成16年10月31日まで）及び当中間会計期間（平成17年５月１日から平成17年10月31日まで）の中間財務諸表について、

創研合同監査法人により中間監査を受けております。 

  

  



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成16年10月31日） 

当中間連結会計期間末
（平成17年10月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年４月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金    1,489,048 1,698,968  687,783 

２．受取手形及び売掛
金 

※３  1,987,889 1,912,332  2,624,387 

３．たな卸資産    1,273,619 2,164,774  1,351,987 

４．繰延税金資産    35,222 186,651  24,944 

５．その他    34,504 52,503  52,964 

貸倒引当金    △28,339 △450  － 

流動資産合計    4,791,945 91.4 6,014,779 90.1  4,742,068 90.4

Ⅱ 固定資産       

１．有形固定資産 ※１     

(1）建物及び構築物   161,757  205,791 192,695  

(2）機械装置及び運
搬具 

  23,002  45,911 19,357  

(3）工具器具備品   18,752  44,027 37,550  

(4）土地   92,626 296,140 127,934 423,664 92,626 342,230 

２．無形固定資産    124,654 180,705  132,854 

３．投資その他の資産       

(1）投資有価証券   6,920  5,578 3,000  

(2）敷金保証金   15,388  29,072 16,600  

(3）繰延税金資産   2,739  4,326 3,874  

(4）その他   7,724  22,584 8,890  

貸倒引当金   △2,300 30,471 △2,300 59,261 △2,300 30,064 

固定資産合計    451,265 8.6 663,631 9.9  505,149 9.6

資産合計    5,243,211 100.0 6,678,411 100.0  5,247,218 100.0

              



  

  

    
前中間連結会計期間末 
（平成16年10月31日） 

当中間連結会計期間末
（平成17年10月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年４月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．支払手形及び買掛
金 

※３  873,735 849,137  640,300 

２．短期借入金    1,620,824 1,159,952  1,764,122 

３．未払法人税等    9,652 10,724  35,890 

４．賞与引当金    23,018 28,728  24,733 

５．その他    43,420 46,501  66,322 

流動負債合計    2,570,650 49.0 2,095,043 31.4  2,531,369 48.3

Ⅱ 固定負債       

１．長期借入金    548,458 447,506  483,482 

２．繰延税金負債    381 －  853 

３．退職給付引当金    － 3,968  － 

固定負債合計    548,839 10.5 451,474 6.7  484,335 9.2

負債合計    3,119,489 59.5 2,546,518 38.1  3,015,705 57.5

        

（少数株主持分）       

少数株主持分    3,598 0.1 3,999 0.0  5,348 0.1

        

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    881,481 16.8 1,939,281 29.1  881,631 16.8

Ⅱ 資本剰余金    869,265 16.6 1,927,065 28.9  869,415 16.6

Ⅲ 利益剰余金    367,411 7.0 251,550 3.8  473,019 9.0

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

   1,919 0.0 472 0.0  － －

Ⅴ 為替換算調整勘定    45 0.0 9,523 0.1  2,097 0.0

資本合計    2,120,122 40.4 4,127,894 61.9  2,226,164 42.4

負債、少数株主持分
及び資本合計 

   5,243,211 100.0 6,678,411 100.0  5,247,218 100.0

              



②【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年５月１日 
至 平成16年10月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年５月１日 
至 平成17年４月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    1,938,725 100.0 1,613,522 100.0  4,030,184 100.0

Ⅱ 売上原価    1,562,224 80.6 1,358,529 84.2  3,138,340 77.9

売上総利益    376,500 19.4 254,992 15.8  891,843 22.1

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

      

１．販売手数料   －  53,460 －  

２．役員報酬   36,584  44,050 73,269  

３．給与手当   77,353  95,671 147,552  

４．旅費交通費   66,403  98,355 152,410  

５．貸倒引当金繰入額   28,339  50 －  

６．賞与引当金繰入額   6,467  8,803 7,581  

７．その他   146,099 361,247 18.6 212,319 512,709 31.8 330,327 711,140 17.6

営業利益又は営業
損失（△） 

   15,252 0.8 △257,717 △16.0  180,703 4.5

Ⅳ 営業外収益       

１．受取利息   87  204 221  

２．消耗品売却収入   780  － －  

３．為替差益   －  5,222 －  

４．その他   780 1,648 0.1 1,142 6,569 0.4 2,614 2,836 0.1

Ⅴ 営業外費用       

１．支払利息   15,723  12,749 30,495  

２．新株発行費   11,922  68,432 12,545  

３．その他   5,488 33,135 1.7 1,045 82,226 5.1 5,120 48,161 1.2

経常利益又は経常
損失（△） 

   △16,233 △0.8 △333,374 △20.7  135,377 3.4

Ⅵ 特別利益       

投資有価証券売却
益 

  － － － － － － 3,112 3,112 0.1

 Ⅶ 特別損失       

１．固定資産除却損 ※１ 142  533 142  

２．たな卸資産廃棄損   17,751  － 17,751  

３．たな卸資産評価損   15,674  525 15,674  

４．ゴルフ会員権評価
損 

  4,200 37,768 2.0 － 1,058 0.0 4,200 37,768 1.0

税金等調整前中間
（当期）純利益又
は税金等調整前中
間純損失（△） 

   △54,002 △2.8 △334,432 △20.7  100,721 2.5

法人税、住民税及
び事業税 

  4,673  1,437 42,021  

法人税等調整額   △23,424 △18,751 △1.0 △128,265 △126,827 △7.8 △12,942 29,078 0.7

少数株主利益又は
少数株主損失
（△） 

   1,418 0.1 △1,499 △0.1  2,703 0.1

中間（当期）純利
益又は中間純損失
（△） 

   △36,668 △1.9 △206,105 △12.8  68,939 1.7

              



③【中間連結剰余金計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間

（自 平成16年５月１日 
至 平成16年10月31日）

当中間連結会計期間
（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年５月１日 
至 平成17年４月30日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）     

Ⅰ 資本剰余金期首残高    517,284 869,415  517,284

Ⅱ 資本剰余金増加高     

 増資による新株の発行   351,981 351,981 1,057,650 1,057,650 352,131 352,131

Ⅲ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

   869,265 1,927,065  869,415

      

（利益剰余金の部）     

Ⅰ 利益剰余金期首残高    414,681 473,019  414,681

Ⅱ 利益剰余金増加高     

中間（当期）純利益   － － － － 68,939 68,939

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１．中間純損失   36,668 206,105 － 

２．配当金   10,602 47,270 15,363 221,469 10,602 10,602

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

   367,411 251,550  473,019

      



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間

（自 平成16年５月１日 
至 平成16年10月31日）

当中間連結会計期間
（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年５月１日 
至 平成17年４月30日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税金等調整前中間
（当期）純利益又は
純損失（△） 

  △54,002 △334,432 100,721 

減価償却費   13,378 26,188 38,513 

連結調整勘定償却   － 1,155 － 

貸倒引当金の増加額   28,339 50 － 

賞与引当金の増加額   2,917 2,950 4,632 

退職給付引当金の増
加額 

  246 922 662 

受取利息及び受取配
当金 

  △88 △204 △284 

支払利息   15,723 12,749 30,495 

為替差損益   333 △317 △38 

新株発行費   11,922 68,432 12,545 

投資有価証券売却益   － － △3,112 

有形固定資産除却損   142 533 142 

ゴルフ会員権評価損   4,200 － 4,200 

売上債権の増加
（△）又は減少額 

  52,187 796,678 △616,149 

たな卸資産の増加額   △261,426 △789,469 △340,287 

その他流動資産の増
加（△）又は減少額 

  4,907 1,006 △12,805 

仕入債務の増加額   292,110 186,576 58,215 

割引手形の増加又は
減少額（△） 

  △20,747 △37,385 11,301 

その他流動負債の増
加又は減少額（△） 

  4,443 △27,544 31,586 

小計   94,589 △92,109 △679,660 

利息及び配当金の受
取額 

  88 204 284 

利息の支払額   △15,723 △12,749 △30,495 

法人税等の支払額   △22,583 △20,650 △34,569 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  56,369 △125,304 △744,441 



  

  

  次へ 

    
前中間連結会計期間

（自 平成16年５月１日 
至 平成16年10月31日）

当中間連結会計期間
（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年５月１日 
至 平成17年４月30日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ

シュ・フロー 
     

定期預金の預入によ

る支出 
  △21,203 △14,203 △165,064 

定期預金の払戻によ

る収入 
  134,298 35,407 168,031 

有形固定資産の取得

による支出 
  △101,797 △59,026 △164,383 

無形固定資産の取得

による支出 
  △18,506 △28,381 △34,228 

投資有価証券の取得

による支出 
  － － △3,000 

投資有価証券の売却

による収入 
  － － 6,812 

敷金保証金の増加額   △6,405 △10,534 △6,870 

連結の範囲の変更を

伴う子会社株式の取

得による支出 

  － △89,242 － 

その他投資等の増加

額 
  △560 △13,444 △1,632 

投資活動によるキャッ

シュ・フロー 
  △14,175 △179,425 △200,337 

Ⅲ 財務活動によるキャッ

シュ・フロー 
     

短期借入金の純増加

又は純減少額 
  83,334 △616,670 266,668 

長期借入れによる収

入 
  200,000 － 200,000 

長期借入金の返済に

よる支出 
  △132,880 △83,476 △237,892 

株式の発行による収

入 
  698,036 2,046,867 691,717 

配当金の支払額   △10,602 △14,813 △10,602 

財務活動によるキャッ

シュ・フロー 
  837,888 1,331,907 909,891 

Ⅳ 現金及び現金同等物に

係る換算差額 
  879 5,211 4,456 

Ⅴ 現金及び現金同等物の

増加又は減少額（△） 
  880,961 1,032,389 △30,431 

Ⅵ 現金及び現金同等物の

期首残高 
  553,150 522,719 553,150 

Ⅶ 現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高 
  1,434,112 1,555,108 522,719 

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年５月１日 
至 平成16年10月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年５月１日 
至 平成17年４月30日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数      ４社 連結子会社の数      ５社 連結子会社の数      ４社 

  株式会社エス・ティー・エフ 

ＫＯＨＴ Ｃｏ．，Ｌｔｄ. 

卓超高科技電子（上海）有限公

司 

唯一高科技股份有限公司 

株式会社エス・ティー・エフ 

ＫＯＨＴ Ｃｏ．，Ｌｔｄ. 

卓超高科技電子（上海）有限公

司 

唯一高科技股份有限公司 

日本電針株式会社 

 上記のうち、日本電針株式会

社については、当中間連結会計

期間に株式を取得したため、連

結の範囲に含めております。 

株式会社エス・ティー・エフ 

ＫＯＨＴ Ｃｏ．，Ｌｔｄ. 

卓超高科技電子（上海）有限公

司 

唯一高科技股份有限公司 

２．持分法の適用に関する事

項 

① 持分法適用会社 ① 持分法適用会社 ① 持分法適用会社 

 該当事項はありません。  同左  同左 

  ② 持分法を適用していない関連

会社 

② 持分法を適用していない関連

会社 

② 持分法を適用していない関連

会社 

   ＯＨＴ Ａｓｉａ ＰＴＥ 

Ｌｔｄ．は中間連結純損益及び

利益剰余金等に及ぼす影響が軽

微であり、かつ、全体としても

重要性がないため持分法の適用

範囲から除外しております。 

 同左  ＯＨＴ Ａｓｉａ ＰＴＥ Ｌ

ｔｄ．は当期純損益及び利益剰

余金等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても重要性

がないため、持分法の適用範囲

から除外しております。 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

 連結子会社のうち、KOHT Co., 

Ltd.、卓超高科技電子（上海）有

限公司及び唯一高科技股份有限公

司の中間決算日は、６月30日であ

ります。中間連結財務諸表の作成

に当たっては、９月30日現在で実

施した仮決算に基づく中間財務諸

表を使用しております。 

 ただし、中間連結決算日までの

期間に発生した重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行って

おります。 

 連結子会社のうち、KOHT Co., 

Ltd.、卓超高科技電子（上海）有

限公司及び唯一高科技股份有限公

司の中間決算日は、６月30日であ

り、中間連結財務諸表の作成に当

たっては、９月30日現在で実施し

た仮決算に基づく中間財務諸表を

使用しております。 

また、日本電針株式会社の中間決

算日は９月30日であります。 

 ただし、中間連結決算日までの

期間に発生した重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行って

おります。 

 連結子会社のうち、KOHT Co., 

Ltd.、卓超高科技電子（上海)有

限公司及び唯一高科技股份有限公

司の決算日は、12月31日でありま

す。連結財務諸表の作成に当って

は、３月31日現在で実施した仮決

算に基づく財務諸表を使用してお

ります。 

 ただし、連結決算日までの期間

に発生した重要な取引について

は、連結上必要な調整を行ってお

ります。 

４．会計処理基準に関する事

項 

      

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ．有価証券 イ．有価証券 イ．有価証券 

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの ───── 

   中間連結決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

同左   

  ───── 時価のないもの 時価のないもの 

    移動平均法による原価法  同左 



  

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年５月１日 
至 平成16年10月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年５月１日 
至 平成17年４月30日） 

  ロ．たな卸資産 ロ．たな卸資産 ロ．たな卸資産 

  製品・仕掛品 製品・仕掛品 製品・仕掛品 

  個別法による原価法 主として個別法による原価法 個別法による原価法 

  原材料 原材料 原材料 

  移動平均法による原価法 主として移動平均法による原

価法 

移動平均法による原価法 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

イ．有形固定資産 イ．有形固定資産 イ．有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社は定

率法を、また、在外連結子会社

は定額法を採用しております。

（ただし、当社及び国内連結子

会社は平成10年４月１日以降に

取得した建物（付属設備を除

く）は定額法によっておりま

す。） 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

同左 

  

  

  

  

  

  

  

   なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

 なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

 なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

  建物及び構築物  10～21年

機械装置及び運搬具 

         ５～６年 

建物及び構築物  10～30年

機械装置及び運搬具 

         ５～10年 

建物及び構築物  10～21年 

機械装置及び運搬具 

         ５～６年 

  ロ．無形固定資産 ロ．無形固定資産 ロ．無形固定資産 

   定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウエ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づいて

おります。 

 同左  同左 

(3）重要な引当金の計上基

準 

イ．貸倒引当金 イ．貸倒引当金 イ．貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えて、当社及び国内連結子会社

は一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。また、在

外連結子会社は主として特定の

債権について回収不能見込額を

計上しております。 

 同左  同左 

  ロ．賞与引当金 ロ．賞与引当金 ロ．賞与引当金 

   当社及び国内連結子会社は従

業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額の

当期負担額を計上しておりま

す。 

 同左  同左 



  

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年５月１日 
至 平成16年10月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年５月１日 
至 平成17年４月30日） 

  ハ．退職給付引当金 ハ．退職給付引当金 ハ．退職給付引当金 

   当社及び連結子会社におい

て、従業員の退職給付に備える

ため、当中間連結会計期間末に

おける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上してお

ります。 

 同左  当社及び連結子会社におい

て、従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しておりま

す。 

(4）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。なお、在外子会

社等の資産及び負債は、中間決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、収益及び費用は期中平均相

場により円貨に換算し、換算差額

は少数株主持分及び資本の部にお

ける為替換算調整勘定に含めて計

上しております。 

 同左  外貨建金銭債権債務は、連結決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。なお、在外子会

社等の資産及び負債は、連結決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、収益及び費用は期中平均相

場により円貨に換算し、換算差額

は少数株主持分及び資本の部にお

ける為替換算調整勘定に含めて計

上しております。 

(5）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

 同左  同左 

(6）重要なヘッジ会計の方

法 

───── イ．ヘッジ会計の方法 ───── 

   繰延ヘッジ処理によっており

ます。なお、為替変動リスクの

ヘッジについて振当処理の用件

を充たして場合には振当て処理

を採用しております。 

  

    ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象   

      ヘッジ手段…為替予約 

  ヘッジ対象…原材料輸入によ

る外貨建買入債

務 

  

    ハ．ヘッジ方針   

      為替変動リスクの低減のた

め、対象債務の範囲内でヘッジ

を行なっております。 

  

    二．ヘッジ有効性評価の方法   

      ヘッジ開始から有効性判定時

点までの期間において、ヘッジ

対象とヘッジ手段の相場変動の

累計を比較し、その変動額の比

率によって有効性を評価してお

ります。 

  



  

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

追加情報 

  

  

  次へ 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年５月１日 
至 平成16年10月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年５月１日 
至 平成17年４月30日） 

(7）その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作

成のための基本となる

重要な事項 

イ．消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

イ．消費税等の会計処理 

 同左 

イ．消費税等の会計処理 

 同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金・随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

 同左  同左 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年５月１日 
至 平成16年10月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年５月１日 
至 平成17年４月30日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） ────── 

   当中間連結会計期間から、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会平成14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を

適用しております。これによる損益に与える

影響はありません。 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年５月１日 
至 平成16年10月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年５月１日 
至 平成17年４月30日） 

────── ──────  「地方税法等の一部を改正する法律」（平

成15年法律第９号）が平成15年３月31日に公

布され、平成16年４月１日以後に開始する事

業年度より外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当連結会計年度から、「法人事業

税における外形標準課税部分の損益計算上の

表示についての実務上の取扱い」（平成16年

２月13日企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に従い法人事業税の付加価値割及び

資本割については、販売費及び一般管理費に

計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が6,100

千円増加し、営業利益、経常利益及び税引

前当期純利益が、6,100千円減少しておりま

す。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

  

（中間連結損益計算書関係） 

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間末 
（平成16年10月31日） 

当中間連結会計期間末
（平成17年10月31日） 

前連結会計年度 
（平成17年４月30日） 

  
※１ 有形固定資産の減価

償却累計額 
81,047千円

  
※１ 有形固定資産の減価

償却累計額 
154,118千円 ※１ 有形固定資産の減価

償却累計額 
98,773千円

  
 ２ 受取手形割引高 5,336千円

受取手形裏書高 158,489千円

  
 ２ 受取手形裏書高 128,529千円

   

 ２ 受取手形割引高 37,385千円

受取手形裏書高 24,841千円

※３ 中間連結会計期間末日満期手形 

 中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理については、当中間連結会計期間の

末日が金融機関の休日でしたが、満期日

に決済が行なわれたものとして処理して

おります。当中間連結会計期間末日満期

手形の金額は、次のとおりであります。 

※３     ───── ※３ 連結会計年度末日満期手形 

   連結会計年度末日満期手形の会計処理

については、当連結会計年度の末日が金

融機関の休日でしたが、満期日に決済が

行われたものとして処理しております。

当連結会計年度末日満期手形の金額は、

次のとおりであります。 
  

受取手形 28,913千円

支払手形 79,477千円

割引手形 9,000千円

裏書手形 345千円

  

  

受取手形 5,027千円

支払手形 178,217千円

    

前中間連結会計期間 
（自 平成16年５月１日 
至 平成16年10月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年５月１日 
至 平成17年４月30日） 

※１ 固定資産除却損の内容は次のとおりで

あります。 

※１ 固定資産除却損の内容は次のとおりで

あります。 

※１ 固定資産除却損の内容は次のとおりで

あります。 
  
建物及び構築物 20千円

機械装置及び運搬具 121千円

 計 142千円

  
機械装置及び運搬具 523千円

工具器具備品 10千円

 計 533千円

建物及び構築物 20千円

機械装置及び運搬具 121千円

 計 142千円

前中間連結会計期間 
（自 平成16年５月１日 
至 平成16年10月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年５月１日 
至 平成17年４月30日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成16年10月31日現在） （平成17年10月31日現在） （平成17年４月30日現在） 
  
現金及び預金勘定 1,489,048千円

預入期間が３ヶ月を超え
る定期預金 

△54,936千円

現金及び現金同等物 1,434,112千円

  
現金及び預金勘定 1,698,968千円

預入期間が３ヶ月を超え
る定期預金 

△143,860千円

現金及び現金同等物 1,555,108千円

現金及び預金勘定 687,783千円

預入期間が３ヶ月を超え
る定期預金 

△165,064千円

現金及び現金同等物 522,719千円



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年５月１日 
至 平成16年10月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年５月１日 
至 平成17年４月30日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

機械装置及び
運搬具 

50,869 27,652 23,217

ソフトウェア 4,600 766 3,833

合計 55,469 28,418 27,050

  

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

機械装置及び
運搬具 

34,349 17,217 17,131

ソフトウェア 13,530 2,704 10,826

合計 47,880 19,922 27,958

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円) 

機械装置及び
運搬具 

34,349 14,495 19,853

ソフトウェア 10,530 1,347 9,183

合計 44,880 15,843 29,036

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額等

未経過リース料中間期末残高相当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

  

  

１年内 7,067千円

１年超 20,795千円

合計 27,862千円

  

  

１年内 8,160千円

１年超 20,393千円

合計 28,554千円

１年内 7,541千円

１年超 22,171千円

合計 29,712千円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩高、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

  

  

支払リース料 4,800千円

減価償却費相当額 4,362千円

支払利息相当額 368千円

  

  

支払リース料 4,310千円

減価償却費相当額 4,028千円

支払利息相当額 351千円

支払リース料 9,121千円

減価償却費相当額 8,331千円

支払利息相当額 685千円

４．減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法 

４．減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法 

４．減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法 

(1）減価償却費相当額の算定方法 (1）減価償却費相当額の算定方法 (1）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数として、残存

価額を零とする定額法によっておりま

す。 

 同左  同左 

(2）利息相当額の算定方法 (2）利息相当額の算定方法 (2）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価

額相当額の差額を利息相当額とし、各

期の配分については、利息法によって

おります。 

 同左  同左 

  （減損損失について）   

    リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 

  



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年10月31日現在） 

その他有価証券で時価のあるもの 

  

当中間連結会計期間末（平成17年10月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

(1）その他有価証券 

  

前連結会計年度末（平成17年４月30日現在） 

    １．その他有価証券で時価のあるもの 

   該当事項はありません。 

  

２．前連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成16年５月１日 至 平成17年４月30日） 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

(1）その他有価証券 

  

内容 取得原価（千円） 
当中間連結貸借対照表
計上額（千円） 

差額（千円） 

(1）株式 3,700 6,920 3,220

(2）債券 

国債、地方債等 － － －

社債 － － －

その他 － － －

合計 3,700 6,920 3,220

内容 取得原価（千円） 
当中間連結貸借対照表
計上額（千円） 

差額（千円） 

(1）株式 540 1,352 812

(2）債券 

国債、地方債等 － － －

社債 － － －

その他 － － －

合計 540 1,352 812

内容 連結貸借対照表計上額（千円） 

非上場株式 4,226 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

6,812 3,112 － 

内容 連結貸借対照表計上額（千円） 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 3,000 



（デリバティブ取引関係） 

 前中間連結会計期間（自平成16年５月１日 至平成16年10月31日） 

  当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

  

 当中間連結会計期間（自平成17年５月１日 至平成17年10月31日） 

  ヘッジ会計が適用されているため、デリバチィブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況の記載は省略しておりま

す。 

  

 前連結会計年度（自平成16年５月１日 至平成17年４月30日） 

  当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

  

  



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成16年５月１日 至平成16年10月31日）、当中間連結会計期間（自平成17年５月１日 至平成

17年10月31日）及び前連結会計年度（自平成16年５月１日 至平成17年４月30日） 

 当社グループは、プリント基板電気検査装置関係製品の専門メーカーとして同一セグメントに属する検査装置の製

造、販売を行っており、当該事業以外に事業種類がないため、該当事項はありません。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成16年５月１日 至平成16年10月31日）、当中間連結会計期間（自平成17年５月１日 至平成

17年10月31日）及び前連結会計年度（自平成16年５月１日 至平成17年４月30日） 

 本邦の売上高は全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省

略しております。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成16年５月１日 至平成16年10月31日） 

  

当中間連結会計期間（自平成17年５月１日 至平成17年10月31日） 

  

前連結会計年度（自平成16年５月１日 至平成17年４月30日） 

  

  中国 台湾 韓国 その他 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 252,635 14,364 106,431 61,380 434,810

Ⅱ 連結売上高（千円） － － － － 1,938,725

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占
める割合（％） 

13.0 0.7 5.5 3.2 22.4

  中国 台湾 韓国 その他 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 149,935 153,267 29,645 12,564 345,411

Ⅱ 連結売上高（千円） － － － － 1,613,522

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占
める割合（％） 

9.3 9.5 1.8 0.8 21.4

  中国 台湾 韓国 米国 その他 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 451,037 72,620 704,786 73,597 1,576 1,303,618

Ⅱ 連結売上高（千円） － － － － － 4,030,184

Ⅲ 海外売上高の連結売上高
に占める割合（％） 

11.2 1.8 17.5 1.8 0.0 32.3



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益又は１株当たり中間純損失金額（△）及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年５月１日 
至 平成16年10月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年５月１日 
至 平成17年４月30日） 

  

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、潜在株式は存在するもの

の１株当たり中間純損失であるため記載して

おりません。 

１株当たり純資産額 151,816円87銭

１株当たり中間純損失 3,037円35銭

  

 同左 

１株当たり純資産額 100,538円12銭

１株当たり中間純損失 5,613円50銭

 当社は平成16年６月18日付で株式１株に

つき２株の株式分割を、また平成16年12月

20日付で株式１株につき２株の株式分割を

行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われた

と仮定した場合の前連結会計年度における

１株当たり情報については、以下のとおり

となります。 

 １株当たり純資産額    62,007円16銭 

 １株当たり当期純利益額  2,396円29銭 

 潜在株式調整後１株当たり 

 当期純利益額        2,272円81銭 

１株当たり純資産額 79,693円73銭

１株当たり当期純利益 2,647円96銭

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益 

2,517円06銭

  
前中間連結会計期間

（自 平成16年５月１日 
至 平成16年10月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年５月１日 
至 平成17年４月30日） 

１株当たり当期純利益又は中間純損失（△）
金額 

   

中間（当期）純利益又は中間純損失（△）
（千円） 

△36,668 △206,105 68,939 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る当期純利益又は中間純損失
（△）（千円） 

△36,668 △206,105 68,939 

期中平均株式数（株） 12,072 36,716 26,035 

     

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利
益金額 

   

中間（当期）純利益調整額（千円） － － － 

普通株式増加数（株） － － 1,354 

（うち新株引受権） － － （334） 

（うち新株予約権） － － （1,020） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり中間（当期）純利益の算定に

含めなかった潜在株式の概要 

 新株予約権１種類（新株予

約権の数1,336個）及び新株

引受権方式のストックオプシ

ョン（普通株式286株）。こ

れらの詳細は、「第４ 提出

会社の状況、１ 株式等の状

況、(2）新株予約権等の状

況」に記載のとおりでありま

す。 

 新株予約権１種類（新株予

約権の数2,618個）及び新株

引受権方式のストックオプシ

ョン（普通株式444株）。こ

れらの詳細は、「第４ 提出

会社の状況、１ 株式等の状

況、(2）新株予約権等の状

況」に記載のとおりでありま

す。 

 第３回新株予約権（平成

16年７月28日定時株主総

会）622個。 

 なお、第３回新株予約権

の概要は、「第４ 提出会

社の状況、１株式の状況、

(2）新株予約権等の状況

等」に記載のとおりであり

ます。 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間（自 平成16年５月１日 至 平成16年10月31日） 

１．株式の分割 

  平成16年９月15日開催の当社取締役会の決議に基づき、次のように株式分割による新株式を発行しております。 

 (1）平成16年12月20日付をもって普通株式１株につき２株に分割いたします。 

  ① 分割により増加する株式数 

    普通株式 13,965株 

  ② 分割方法 

    平成16年10月31日（ただし、当日は名義書換代理人の休業日につき、実質上は、平成16年10月29日）最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載または

記録された株主の所有株式数１株につき２株の割合をもって分割いたします。 

 (2）配当起算日 

   平成16年11月１日 

 当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前中間連結会計期間及び前連結会計年度における１株当たり情報ならびに当期首に行われたと仮

定した場合の当中間連結会計期間における１株当たり情報は、それぞれ以下のとおりとなります。 

  

  

当中間連結会計期間（自 平成17年５月１日 至 平成17年10月31日） 

 該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自 平成16年５月１日 至 平成17年４月30日） 

１．第三者割当による新株発行 

 平成17年６月13日開催の当社取締役会において決議いたしました、第三者割当増資による新株式発行を行いました。 

 （1）新株発行概要 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

１株当たり純資産額   55,400円09銭 １株当たり純資産額   75,908円44銭 １株当たり純資産額   62,007円16銭 

１株当たり中間純損失   4,197円80銭 １株当たり中間純損失  1,518円68銭 １株当たり当期純利益   2,396円29銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式は

存在するものの１株当たり中間純損失

であるため記載しておりません。 

 同左 潜在株式調整後１株 

 当たり当期純利益    2,272円81銭 

① 発行新株式数 普通株式13,000株 

② 発行価額 １株につき金162,000円 

③ 発行価額の総額 金2,106,000,000円 

④ 資本組入額の総額 金1,053,000,000円（１株につき金81,000円） 

⑤ 申込期間 平成17年６月29日から平成17年６月30日まで 

⑥ 払込期日 平成17年６月30日 

⑦ 新株券公布日 平成17年６月30日 

⑧ 配当起算日 平成17年５月１日 

⑨ 割当先及び割当株数 コメルツバンク アセット マネジメント アジア リミテッド  4,940株 

ヘンドリック プロフィッツ リミテッド            4,320株 

サイノ エキスパート インベストメンツ リミテッド      3,740株 

⑩ 新株式の継続所有の取決めに

関する事項 

当社は割当先より、割当新株式を発行日から２年以内に譲渡する場合は、その内容について当社

に報告する旨の確約書を取得しております。 



（2）今回の増資による発行済株式総数の推移 

  （注）上記株式数に関しては、平成17年４月30日現在の株主名簿の記載を基準として計算しています。 

（3）増資の理由及び資金の使途 

増資の理由 

 当社の属する電子基板業界においては、携帯電話、デジタルビデオディスク、液晶テレビなどのデジタル機器の普及に伴い、当該商品に内蔵される

プリント基板、ガラス基板の配線の高密度化、微細化が進展し、その基板製造技術の開発競争も激化しております。 

 このような状況下で、当社は当社独自のサービスサポート体制によって、ユーザーのニーズを的確に捉え、当社の技術力で解決してまいりました

が、更にユーザーへのサービスサポートを充実させて参りたいと考えております。 

 また、当社製品の最大の特徴が、非接触方式による電気検査であることから、高密度化、微細化の進展が顕著な、フレキシブル基板、ガラス基板の

電気検査においては、当該非接触方式が主流となりつつあることから、当社製品に対する需要が高まっております。このため、財務状況を勘案しつ

つ、製品供給体制の拡充、サービスサポート体制の充実などを図るべく、今回の増資を決定いたしました。 

今回調達資金の使途 

 今回の第三者割当増資による調達資金については、主として事業拡張のためのＭ＆Ａ、事業運転資金、本社工場の拡充などに使用される予定です。 

  

２．日本電針株式会社の株式の取得（子会社化）について 

 平成17年６月13日開催の当社取締役会において決議いたしました、日本電針株式会社の株式の取得を平成17年７月20日にて行いました。 

（1）株式の取得の理由 

 コンタクトピンメーカーとして著名な同社を、当社の子会社とすることで、当社の企画・開発・製造・販売する検査装置にマッチしたコンタクトピン

の開発・製造を行い、当社ユーザーに対し、より効率的な検査方法を提案することによる当社検査装置及び治具の売上増、並びに、当社の仕入コストの

削減等により、ユーザーの生産効率の向上に資することを目的に、同社を子会社化するものであります。 

（2）子会社となる会社の概要 

  

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  

① 現在の発行済株式総数（平成17年６月13日現在） 27,934株 

② 増資による増加株式数 13,000株 

③ 増資後発行済株式数 40,934株 

① 商号 日本電針株式会社 

② 代表者 山口 勇 

③ 本店所在地 埼玉県入間郡三芳町北永井847番46 

④ 設立年月日 昭和52年４月５日 

⑤ 主な事業の内容 電気検査機用コンタクトピンの製造及び販売 

⑥ 決算期 ３月31日 

⑦ 従業員数 15名 

⑧ 事業所 埼玉県入間郡、埼玉県富士見市 

⑨ 資本の額 1,000万円 

⑩ 発行済株式数 20,000株 

⑪ 株主構成及び議決権の総数に対する割合 

  山口 勇     80％ 

山口 光子    20％ 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成16年10月31日） 

当中間会計期間末
（平成17年10月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年４月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金   1,426,147  1,604,316 545,324  

２．受取手形 ※４ 125,046  238,239 412,184  

３．売掛金   1,892,105  1,697,246 2,230,312  

４．たな卸資産   1,253,437  2,078,910 1,334,970  

５．繰延税金資産   32,191  150,947 18,934  

６．その他 ※３ 34,534  49,969 43,985  

貸倒引当金   △28,339  － －  

流動資産合計    4,735,124 90.6 5,819,629 88.8  4,585,712 88.9

Ⅱ 固定資産       

１．有形固定資産 ※１     

(1）建物   160,236  189,558 191,347  

(2）構築物   1,449  3,714 1,283  

(3）機械装置   15,762  11,198 12,941  

(4）工具器具備品   16,793  34,618 33,061  

(5）土地   92,626  100,626 92,626  

有形固定資産合計   286,868  339,716 331,260  

２．無形固定資産       

(1）ソフトウェア   6,040  10,041 5,482  

(2）特許権   117,219  146,423 125,977  

(3）電話加入権   1,246  1,246 1,246  

無形固定資産合計   124,506  157,711 132,706  

３．投資その他の資産       

(1）投資有価証券   6,920  3,000 3,000  

(2）関係会社株式   62,720  215,400 92,720  

(3）敷金保証金   6,397  9,816 6,838  

(4）繰延税金資産   431  1,805 1,772  

(5）その他   5,533  6,603 6,063  

貸倒引当金   △2,300  △2,300 △2,300  

投資その他の資産
合計 

  79,703  234,327 108,095  

固定資産合計    491,078 9.4 731,755 11.2  572,061 11.1

資産合計    5,226,202 100.0 6,551,384 100.0  5,157,774 100.0

        



  

  

    
前中間会計期間末 
（平成16年10月31日） 

当中間会計期間末
（平成17年10月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年４月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．支払手形 ※４ 698,860  774,063 542,087  

２．買掛金   182,748  86,762 107,994  

３．短期借入金   1,433,336  1,000,000 1,616,670  

４．１年以内返済予定
長期借入金 

  187,488  129,952 147,452  

５．未払法人税等   7,185  6,000 28,000  

６．賞与引当金   21,306  24,948 22,869  

７．その他   36,009  37,670 30,127  

流動負債合計    2,566,933 49.1 2,059,396 31.4  2,495,200 48.4

Ⅱ 固定負債       

１．長期借入金   548,458  418,506 483,482  

２．繰延税金負債   87  － －  

３．退職給付引当金   －  269 186  

固定負債合計    548,545 10.5 418,775 6.4  483,668 9.4

負債合計    3,115,479 59.6 2,478,172 37.8  2,978,869 57.8

        

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    881,481 16.9 1,939,281 29.6  881,631 17.1

Ⅱ 資本剰余金       

１．資本準備金   869,265  1,927,065 869,415  

資本剰余金合計    869,265 16.6 1,927,065 29.4  869,415 16.8

Ⅲ 利益剰余金       

１．任意積立金   350,000  350,000 350,000  

２．中間（当期）未処
分利益又は中間未
処理損失（△） 

  8,056  △143,135 77,857  

利益剰余金合計    358,056 6.9 206,864 3.2  427,857 8.3

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

   1,919 0.0 － －  － －

資本合計    2,110,722 40.4 4,073,211 62.2  2,178,905 42.2

負債資本合計    5,226,202 100.0 6,551,384 100.0  5,157,774 100.0

        



②【中間損益計算書】 

  

  

  次へ 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年５月１日 
至 平成16年10月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

前事業年度の要約損益計算書
（自 平成16年５月１日 
至 平成17年４月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    1,948,369 100.0 1,570,096 100.0  3,980,217 100.0

Ⅱ 売上原価    1,586,172 81.4 1,379,519 87.8  3,152,393 79.2

売上総利益    362,197 18.6 190,576 12.2  827,824 20.8

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

   365,430 18.8 453,331 28.9  710,546 17.9

営業利益又は営業
損失（△） 

   △3,233 △0.2 △262,754 △16.7  117,278 2.9

Ⅳ 営業外収益 ※１  7,617 0.4 8,344 0.5  14,705 0.4

Ⅴ 営業外費用 ※２  32,676 1.7 81,399 5.2  48,503 1.2

経常利益又は経常
損失（△） 

   △28,291 △1.5 △335,809 △21.4  83,479 2.1

Ⅵ 特別利益 ※３  － － － －  3,112 0.1

Ⅶ 特別損失 ※４  37,762 1.9 535 0.0  37,762 1.0

税引前中間（当
期）純利益又は税
引前中間純損失
（△） 

   △66,054 △3.4 △336,345 △21.4  48,828 1.2

法人税、住民税及
び事業税 

  －  1,331 31,864  

法人税等調整額   △24,956 △24,956 △1.3 △132,046 △130,715 △8.3 △11,739 20,125 0.5

中間（当期）純利
益又は中間純損失
（△） 

   △41,097 △2.1 △205,629 △13.1  28,703 0.7

前期繰越利益    49,154 62,494  49,154 

中間（当期）未処
分利益又は中間未
処理損失（△） 

   8,056 △143,135  77,857 

        



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年５月１日 
至 平成16年10月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年５月１日 
至 平成17年４月30日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

子会社株式 子会社株式 子会社株式 

  移動平均法による原価法 同左 同左 

  その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの ───── ───── 

   中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定） 

    

  ───── 時価のないもの 時価のないもの 

    移動平均法による原価法 同左 

  (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 

  製品・仕掛品 製品・仕掛品 製品・仕掛品 

  個別法よる原価法 同左 同左 

  原材料 原材料 原材料 

  移動平均法による原価法 同左 同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

定率法 

（ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（付属設備

を除く）は定額法によってお

ります。） 

主な耐用年数 

建物及び構築物 10～21年 

機械装置    ５～６年 

 同左 同左 

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

   定額法 

 なお、自社利用のソフトウエ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づいて

おります。 

 同左  同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えて、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し回収不能見込

額を計上しております。 

 同左  同左 

  (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

   従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見込

額の期間対応分を計上しており

ます。 

 同左  同左 

  (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当中間会計期間末における

退職給付債務及び年金資産に基

づいて計上しております。 

 同左  従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産に基づいて計上

しております。 



  

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

追加情報 

  

  

  次へ 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年５月１日 
至 平成16年10月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年５月１日 
至 平成17年４月30日） 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

 同左  外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

 同左  同左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 (1）消費税等の会計処理 (1）消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方

式によっております。 

 同左  同左 

前中間会計期間 
（自 平成16年５月１日 
至 平成16年10月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年５月１日 
至 平成17年４月30日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間から、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これによる損益に与える影響

はありません。 

────── 

前中間会計期間 
（自 平成16年５月１日 
至 平成16年10月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年５月１日 
至 平成17年４月30日） 

────── ──────  「地方税法等の一部を改正する法律」（平

成15年法律第９号）が平成15年３月31日に公

布され、平成16年４月１日以後に開始する事

業年度より外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当事業年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算上の表示に

ついての実務上の取扱い」（平成16年２月13

日企業会計基準委員会 実務対応報告第12

号）に従い法人事業税の付加価値割及び資本

割については、販売費及び一般管理費に計上

しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が6,100

千円増加し、営業利益、経常利益及び税引

前当期純利益が、6,100千円減少しておりま

す。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年10月31日） 

当中間会計期間末
（平成17年10月31日） 

前事業年度末 
（平成17年４月30日） 

  
※１ 有形固定資産の減価

償却累計額 
62,634千円

  
※１ 有形固定資産の減価

償却累計額 
92,412千円 ※１ 有形固定資産の減価

償却累計額 
78,755千円

  
 ２ 受取手形裏書高 163,825千円

  
 ２ 受取手形裏書高 128,529千円  ２ 受取手形裏書高 62,226千円

※３ 消費税等の取扱い ※３ 消費税等の取扱い ※３     ───── 

 仮払消費税及び仮受消費税等は、相殺

のうえ、金額的重要性が乏しいため流動

資産の「その他」に含めて表示しており

ます。 

 同左 

※４ 中間期末日満期手形 

 中間期末日満期手形の会計処理につい

ては、当中間会計期間の末日は金融機関

の休日でしたが、満期日に決済が行なわ

れたものとして処理しております。当中

間期末日満期手形の金額は、次のとおり

であります。 

※４     ───── 

  

※４ 期末日満期手形 

 期末日満期手形の会計処理について

は、当期の末日は金融機関の休日でした

が、満期日に決済が行われたものとして

処理しております。期末日満期手形の金

額は次のとおりであります。 

  
受取手形 28,913千円

支払手形 79,477千円

裏書手形 9,345千円

  
受取手形 5,027千円

支払手形 178,217千円

   

 ５     ───── 

  

  

 ５ 偶発債務 

   次の関係会社について、金融機関から

の借入に対し債務保証を行なっていま

す。 

 ５     ───── 

  

  
  

保証先  金額（千円）  内容 

日本電針㈱  58,500   借入債務 

  

  



（中間損益計算書関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成16年５月１日 
至 平成16年10月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年５月１日 
至 平成17年４月30日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 
  

受取手数料 1,500千円

賃貸収入 4,200千円

  
受取手数料 1,500千円

賃貸収入 5,569千円
  

受取手数料 12,261千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 
  

支払利息 15,720千円

新株発行費 11,922千円

  
支払利息 12,585千円

新株発行費 68,432千円

支払利息 30,490千円

新株発行費 12,545千円

※３     ───── ※３     ───── ※３ 特別利益のうち主要なもの 

    投資有価証券売却益 3,112千円

※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの 
  

たな卸資産廃棄損 17,751千円

たな卸資産評価損 15,674千円

  
たな卸資産評価損 525千円

   

たな卸資産廃棄損 17,751千円

たな卸資産評価損 15,674千円

 ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額 
  

有形固定資産 8,923千円

無形固定資産 3,461千円

  
有形固定資産 13,892千円

無形固定資産 3,376千円

有形固定資産 25,043千円

無形固定資産 10,983千円



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成16年５月１日 
至 平成16年10月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年５月１日 
至 平成17年10月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年５月１日 
至 平成17年４月30日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

機械装置 41,470 23,355 18,114

車両運搬具 9,399 4,296 5,102

ソフトウェア 4,600 766 3,833

合計 55,469 28,418 27,050

  

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

機械装置 24,950 10,989 13,960

車両運搬具 9,399 6,228 3,171

ソフトウェア 13,530 2,704 10,826

合計 47,880 19,922 27,958

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円) 

機械装置 24,950 9,207 15,742

車両運搬具 9,399 5,288 4,111

ソフトウェア 10,530 1,347 9,183

合計 44,880 15,843 29,036

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額等 

  未経過リース料中間期末残高相当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

  
１年内 7,067千円

１年超 20,795千円

合計 27,862千円

  
１年内 8,160千円

１年超 20,393千円

合計 28,554千円

１年内 7,541千円

１年超 22,171千円

合計 29,712千円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

  

  

支払リース料 4,800千円

減価償却費相当額 4,362千円

支払利息相当額 368千円

  

  

支払リース料 4,310千円

減価償却費相当額 4,028千円

支払利息相当額 351千円

支払リース料 9,121千円

減価償却費相当額 8,331千円

支払利息相当額 685千円

４．減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法 

４．減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法 

４．減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法 

(1）減価償却費相当額の算定方法 (1）減価償却費相当額の算定方法 (1）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数として、残存

価額を零とする定額法によっておりま

す。 

 同左  同左 

(2）利息相当額の算定方法 (2）利息相当額の算定方法 (2）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価

額相当額の差額を利息相当額とし、各

期の配分については、利息法によって

おります。 

 同左 

  

  

  

 同左 

   （減損損失について）   

    リース資産に配分された減損損失はあ

りません。 

  



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはありません。 

  

（１株当たり情報） 

 中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 



（重要な後発事象） 

  前中間会計期間（自 平成16年５月１日 至 平成16年10月31日） 

株式の分割 

 平成16年９月15日開催の当社取締役会の決議に基づき、次のように株式分割による新株式を発行いたします。 

 (1）平成16年12月20日付をもって普通株式１株につき２株に分割いたします。 

① 分割により増加する株式数 

 普通株式 13,965株 

② 分割方法 

 平成16年10月31日（ただし、当日は名義書換代理人の休業日につき、実質上は、平成16年10月29日）最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載または

記録された株主の所有株式数１株につき２株の割合をもって分割いたします。 

(2）配当起算日 

平成16年11月１日 

  

当中間会計期間（自 平成17年５月１日 至 平成17年10月31日） 

 該当事項はありません。 

  

  前事業年度（自 平成16年５月１日 至 平成17年４月30日） 

１．第三者割当による新株発行 

 平成17年６月13日開催の当社取締役会において決議いたしました、第三者割当増資による新株式発行を行いました。 

 （1）新株発行概要 

 （2）今回の増資による発行済株式総数の推移 

   （注）上記株式数に関しては、平成17年４月30日現在の株主名簿の記載を基準として計算しています。 

 （3）増資の理由及び資金の使途 

    増資の理由 

 当社の属する電子基板業界においては、携帯電話、デジタルビデオディスク、液晶テレビなどのデジタル機器の普及に伴い、当該商品に内蔵されるプ

リント基板、ガラス基板の配線の高密度化、微細化が進展し、その基板製造技術の開発競争も激化しております。 

 このような状況下で、当社は当社独自のサービスサポート体制によって、ユーザーのニーズを的確に捉え、当社の技術力で解決してまいりましたが、

更にユーザーへのサービスサポートを充実させて参りたいと考えております。 

 また、当社製品の最大の特徴が、非接触方式による電気検査であることから、高密度化、微細化の進展が顕著な、フレキシブル基板、ガラス基板の電

気検査においては、当該非接触方式が主流となりつつあることから、当社製品に対する需要が高まっております。このため、財務状況を勘案しつつ、製

品供給体制の拡充、サービスサポート体制の充実などを図るべく、今回の増資を決定いたしました。 

  

① 発行新株式数 普通株式13,000株 

② 発行価額 １株につき金162,000円 

③ 発行価額の総額 金2,106,000,000円 

④ 資本組入額の総額 金1,053,000,000円（１株につき金81,000円） 

⑤ 申込期間 平成17年６月29日から平成17年６月30日まで 

⑥ 払込期日 平成17年６月30日 

⑦ 新株券公布日 平成17年６月30日 

⑧ 配当起算日 平成17年５月１日 

⑨ 割当先及び割当株数 コメルツバンク アセット マネジメント アジア リミテッド  4,940株 

ヘンドリック プロフィッツ リミテッド            4,320株 

サイノ エキスパート インベストメンツ リミテッド      3,740株 

⑩ 新株式の継続所有の取決め

に関する事項 

当社は割当先より、割当新株式を発行日から２年以内に譲渡する場合は、その内容について

当社に報告する旨の確約書を取得しております。 

① 現在の発行済株式総数（平成17年６月13日現在） 27,934株 

② 増資による増加株式数 13,000株 

③ 増資後発行済株式数 40,934株 



    今回調達資金の使途 

 今回の第三者割当増資による調達資金については、主として事業拡張のためのＭ＆Ａ、事業運転資金、本社工場の拡充などに使用される予定です。 

２．日本電針株式会社の株式の取得（子会社化）について 

 平成17年６月13日開催の当社取締役会において決議いたしました、日本電針株式会社の株式の取得を平成17年７月20日にて行いました。 

（1）株式の取得の理由 

 コンタクトピンメーカーとして著名な同社を、当社の子会社とすることで、当社の企画・開発・製造・販売する検査装置にマッチしたコンタクトピン

の開発・製造を行い、当社ユーザーに対し、より効率的な検査方法を提案することによる当社検査装置及び治具の売上増、並びに、当社の仕入コストの

削減等により、ユーザーの生産効率の向上に資することを目的に、同社を子会社化するものであります。 

（2）子会社となる会社の概要 

  

  

① 商号 日本電針株式会社 

② 代表者 山口 勇 

③ 本店所在地 埼玉県入間郡三芳町北永井847番46 

④ 設立年月日 昭和52年４月５日 

⑤ 主な事業の内容 電気検査機用コンタクトピンの製造及び販売 

⑥ 決算期 ３月31日 

⑦ 従業員数 15名 

⑧ 事業所 埼玉県入間郡、埼玉県富士見市 

⑨ 資本の額 1,000万円 

⑩ 発行済株式数 20,000株 

⑪ 株主構成及び議決権の総数に対する割合 

  山口 勇     80％ 

山口 光子    20％ 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  



第６【提出会社の参考情報】 

  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）半期報告書の訂正報告書 

 平成17年６月６日中国財務局に提出。 

 平成16年１月29日に提出した半期報告書の訂正報告書であります。 

(2）有価証券届出書（第三者割当増資）及びその添付書類 

 平成17年６月13日中国財務局長に提出。 

(3）半期報告書の訂正報告書 

 平成17年６月８日中国財務局に提出。 

 平成16年１月29日に提出した半期報告書の訂正報告書であります。 

(4）半期報告書の訂正報告書 

 平成17年６月８日中国財務局に提出。 

 平成17年１月28日に提出した半期報告書の訂正報告書であります。 

(5）有価証券届出書の訂正届出書 

 平成17年６月14日中国財務局長に提出。 

 平成17年６月13日に提出した有価証券届出書の訂正届出書であります。 

(6）臨時報告書 

 平成17年７月６日中国財務局長に提出。 

 企業内容等の開示に関する省令第19号第２項第２号の２（主要株主の異動）に基づく臨時報告書であります。 

(7）臨時報告書 

 平成17年７月７日中国財務局長に提出。 

 企業内容等の開示に関する省令第19号第２項第２号の２（主要株主の異動）に基づく臨時報告書であります。 

(8）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第11期）（自 平成16年５月１日 至 平成17年４月30日）平成17年７月28日中国財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の中間監査報告書  

    平成17年１月27日   

オー・エイチ・ティー株式会社       

  取締役会 御中   

  創研合同監査法人   

  
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 佐野 芳孝  印 

  
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 本間  寛  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているオ

ー・エイチ・ティー株式会社の平成16年５月１日から平成17年４月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平

成16年５月１日から平成16年10月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損

益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、オー・エイチ・ティー株式会社及び連結子会社の平成16年10月31日現在の財政状態並びに同日をも

って終了する中間連結会計期間（平成16年５月１日から平成16年10月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の中間監査報告書  

    平成18年１月25日   

オー・エイチ・ティー株式会社       

  取締役会 御中   

  創研合同監査法人   

  
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 佐野 芳孝  印 

  
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 本間  寛  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているオ

ー・エイチ・ティー株式会社の平成17年５月１日から平成18年４月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平

成17年５月１日から平成17年10月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損

益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、オー・エイチ・ティー株式会社及び連結子会社の平成17年10月31日現在の財政状態並びに同日をも

って終了する中間連結会計期間（平成17年５月１日から平成17年10月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の中間監査報告書  

    平成17年１月27日   

オー・エイチ・ティー株式会社       

  取締役会 御中   

  創研合同監査法人   

  
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 佐野 芳孝  印 

  
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 本間  寛  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているオ

ー・エイチ・ティー株式会社の平成16年５月１日から平成17年４月30日までの第11期事業年度の中間会計期間（平成

16年５月１日から平成16年10月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書につ

いて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、オー・エイチ・ティー株式会社の平成16年10月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間

（平成16年５月１日から平成16年10月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の中間監査報告書  

    平成18年１月25日   

オー・エイチ・ティー株式会社       

  取締役会 御中   

  創研合同監査法人   

  
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 佐野 芳孝  印 

  
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 本間  寛  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているオ

ー・エイチ・ティー株式会社の平成17年５月１日から平成18年４月30日までの第12期事業年度の中間会計期間（平成

17年５月１日から平成17年10月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書につ

いて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、オー・エイチ・ティー株式会社の平成17年10月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間

（平成17年５月１日から平成17年10月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。 
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